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日本医療政策機構「がんに関する全国調査」概要

調査手法 インターネット調査

対象者 全国の20歳以上の男女

有効回答数 10,000サンプル

調査時期 2026年2月

サンプリング
地域・性別・年齢層による割り当て法
（日本全体の人口動態をおおむね反映）

性別

女性 5,179（51.8%）

男性 4,821（48.2%）

年代別

20代 1,222（12.2%）

30代 1,270（12.7%）

40代 1,567（15.7%）

50代 1,751（17.5%）

60代 1,423（14.2%）

70代以上 2,767（27.7%）

がん経験者の割合

自身のがん経験あり：8.8%（872人）
自身または家族にがん経験あり：約38%（3,832人）

主な調査テーマ

1 がんの経験と相談行動 2 がん治療に関する知識 医療機能の集約化に対する意識

4 がん検診の受診状況 5 がんゲノム医療への意識 6 医療費と制度に関する意識

3

本調査は、市民の認知・意見・期待を広く問うことで、従来の先行調査では捉えきれなかった社会の実態を可視化することを主な
目的とする。結果の公表を通じ、社会的議論を喚起するとともに、節目を迎えた日本のがん対策が市民の視点を反映しながらさら
に進化し、「誰一人取り残さない」より良いがん医療の実現に貢献することを期待する

出典：日本医療政策機構（2026）「がんに関する全国調査―がん対策基本法成立から20年を迎えて―」
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まとめ：がんの経験と相談行動

がんが身近になっている社会のなかで、
自身および家族（二親等以内）のがん経験の有無、がん診断時の相談先について調査

自身のがん経験

治療中 2.0%
過去に治療 6.8%
経験者 計 8.8%

少なくとも約8.8％が

がんを経験

家族のがん経験

二親等以内のがん経験 34.5%

約3人に1人以上が

身近にがんを経験

相談先・行動

担当医師 53.4%
相談しなかった 20%

がん相談支援センター 5.5%

がん相談支援センターの

より良い活用と相談しなかった

層への対応が今後の課題

1 2 3

出典：日本医療政策機構（2026）「がんに関する全国調査―がん対策基本法成立から20年を迎えて―」

Q4-7
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自身と家族（二親等以内）のがん経験

約11人に1人（8.8%）が自身のがん経験者
また、3人に1人以上（34.5%）が二親等以内にがん経験者を持つ
自身、または家族のがんを身近に経験している人は約38%に上る

Q6

Q6. 家族のがん経験の有無（n=10,000）
0% 20% 40% 60%

いる
3,450人

(34.5%）

いない
5,650人
(56.5%)

わからない／回答しない
900人
(9.0%)

Q4・Q6

現在、がんの治療中である
196人
(2.0%)

過去がんの治療を受けた
（寛解・経過観察含む）

676人
(6.8%)

がんの経験はない
8,406人
(84.1%)

回答しない
722人
(7.2%)

Q4. 自身のがん経験の有無（n=10,000）

出典：日本医療政策機構（2026）「がんに関する全国調査―がん対策基本法成立から20年を迎えて―」

0% 20% 40% 60% 80% 100%

がん経験者自身
872名(8.8%)
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がん経験者の診断からの経過年数

診断から5年以上経過した層が約半数（49.8%）
うち10年以上の長期サバイバーが28.9%を占め、がんとの共生が長期にわたる実態が浮かび上がる

Q5

0% 10% 20% 30%

10年以上 252人 （28.9%）

5年以上10年未満 182人 （20.9%）

3年以上5年未満 198人（22.7%）

1年以上3年未満 159人（18.2%）

1年未満 68人（7.8%）

わからない／回答しない 13人（1.5%）

n=872

出典：日本医療政策機構（2026）「がんに関する全国調査―がん対策基本法成立から20年を迎えて―」

約49.8%
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がん診断後の相談先

担当医師への相談が53.4%と最多
「相談しなかった」は20.0%存在し、がん相談支援センターの活用は5.5%にとどまり、
今後のより良い対応が課題

Q7. がん診断後の相談先（ n=3,832 自身または家族にがん経験がある層）複数回答

Q7

0% 20% 40% 60%

担当の医師 53.4%

家族・親戚 32.3%

相談しなかった 20.0%

インターネットで情報収集 12.1%

わからない・回答しない 10.5%

看護師 7.9%

友人・知人 7.3%

がん相談支援センター 5.5%

患者会・支援団体 1.6%

がん経験別 相談行動（Q4×Q7）

自身・
治療中
(n=196)

過去経験
あり

(n=676)

家族のみ
(n=2,960)

相談しなかった 7.1% 15.4% 22.0%

がん相談
支援センター

14.3% 8.3% 4.3%

患者の周囲の人物（家族など）への働きかけが重要

Q7

約3倍差

出典：日本医療政策機構（2026）「がんに関する全国調査―がん対策基本法成立から20年を迎えて―」
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まとめ：がん治療に関する知識

がん治療の高度化・複雑化が進む中、市民の三大治療法の認知度、複数の専門医による診療体制、
および治療初期からの緩和ケアの認知について調査

三大治療法の認知

手術 65.6%
薬物療法 58.4%

放射線療法 58.5%

治療法の認知度は高いが

種類によって若干の差がある

複数専門医体制の認知

知っていた 34.5%
知らなかった 58.6%

過半数以上が

複数の専門医による

診療体制について知らない

緩和ケア早期実施の認知

知っていた 24.8%
知らなかった 69.5%

約70％が治療初期からの

緩和ケア実施を知らず

1 2 3

出典：日本医療政策機構（2026）「がんに関する全国調査―がん対策基本法成立から20年を迎えて―」

Q8-10
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がん三大治療法の認知

三大治療法はいずれも過半数（58〜66%）が認知
一方、「よく知っていた」層は15〜22%にとどまり、
治療内容・適応・副作用まで理解する深い知識の普及が課題

n=10,000よく知っていた ある程度知っていた 名前のみ 知らなかった

手術

22.2% 43.4% 18.6% 10.0%

薬物療法

15.7% 42.7% 23.7% 12.0%

放射線治療

15.8% 42.7% 24.7% 10.8%

Q8

出典：日本医療政策機構（2026）「がんに関する全国調査―がん対策基本法成立から20年を迎えて―」

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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複数の専門医が存在することの認知

複数の専門医の存在を「知っていた」は34.5%にとどまる
約65%が認識しておらず、がん専門医体制の周知が期待される

n=10,000

0 2000 4000 6000 8000 10000
(人)

520人 (5.2%)

2,930人 (29.3%)

3,530人 (35.3%)

2,330人 (23.3%)

690人 (6.9%)

Q9

出典：日本医療政策機構（2026）「がんに関する全国調査―がん対策基本法成立から20年を迎えて―」

よく知っていた

ある程度知っていた

あまり知らなかった

全く知らなかった

回答しない

約34.5%

約65.5%
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緩和ケアの早期実施に関する認知

緩和ケアの早期実施を「知っていた」は24.8%にとどまる
約70%が認識しておらず、診療現場での情報提供を含めた周知の強化が望まれる

n=10,000

0 2000 4000 6000 8000 10000
(人)

よく知っていた 439人 (4.4%)

ある程度知っていた 2,037人 (20.4%)

あまり知らなかった 3,556人 (35.6%)

全く知らなかった 3,388人 (33.9%)

回答しない
580人 (5.8%)

Q10

出典：日本医療政策機構（2026）「がんに関する全国調査―がん対策基本法成立から20年を迎えて―」

約24.8%



11Copyright © Health and Global Policy Institute  All rights reserved.

まとめ：医療機能の集約化に対する意識

出典：日本医療政策機構（2026）「がんに関する全国調査―がん対策基本法成立から20年を迎えて―」

1

集約化への賛否

2

集約化に反対の理由

3

遠方通院の許容条件

30%強が判断を保留

意見形成の途上にある状況

遠方通院そのものの

困難さが課題

単一施策ではなく

包括的な支援体制の整備が期待

賛成 46.8%
反対 21.6% 

わからない 31.6%

体力的な負担 60%
経済的な負担 47% 

交通手段の不安 33%

交通手段の確保 46.7%
交通・宿泊費の支援  44.2 %
かかりつけ医との連携 43.3%

集約化への賛否には年代や居住地域による差異が見られ、特に高齢層や地方部において通院負担への懸念が顕著

がん医療提供体制の再構築に向けた政策議論が進む中、がん診療における医療機能の集約化に対する
市民の賛否、反対の具体的理由、および遠方通院を許容するための条件について調査

Q11-14
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集約化への賛否

非常に賛成 767人 (7.7%)

どちらかといえば賛成 3,909人 (39.1%)

どちらかといえば反対 1,732人 (17.3%)

非常に反対 431人 (4.3%)

3,161人 (31.6%)

賛成計

46.8%
わからない

31.6%

わからない／回答しない

n=10,000

0 1000 2000 3000 4000 (人)

反対計

21.6%
※ クロス集計：がん経験者は賛成率が高い（自身が治療中72.5%）

 当事者性が高いほど意見が明確に形成される傾向

出典：日本医療政策機構（2026）「がんに関する全国調査―がん対策基本法成立から20年を迎えて―」

市民の約半数（46.8%）が集約化に賛成する一方、30％強が判断を保留
意見形成の途上にある状況が示唆される

Q11
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集約化に反対の理由（複数回答）

遠くへの通院による体力的な負担 1,299人 (60.1%)

通院の交通費・宿泊費の経済的負担 1,014人 (46.9%)

遠くへの通院の交通手段が確保できない 715人 (33.1%)

地元の医療機関の方が安心 681人 (31.5%)

遠くへの通院により仕事・学業への支障 562人 (26%)

集約化による地域間の医療格差の懸念 554人 (25.6%)

集約化による地元病院の医療の質低下が心配 436人 (20.2%)

n=2,163

0 500 1000 1500 (人)

※ 補足：公共交通機関が限られる地方部では、集約化が医療アクセスを脅かしかねないという懸念が根底にある。

出典：日本医療政策機構（2026）「がんに関する全国調査―がん対策基本法成立から20年を迎えて―」

反対理由の上位3項目は、体力的負担（60.1%）・経済的負担（46.9%）・交通手段の確保（33.1%）と、
いずれも遠方通院そのものの困難さに集中

Q12
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遠方通院の許容条件（複数回答）

46.7%

交通費・宿泊費の公的支援・助成 44.2%

かかりつけ医などとの連携によるフォロー体制 43.3%

オンライン診療などの併用による通院回数の低減 22.5%

どのような条件でも許容できない 5.9%

交通手段の確保

0 % 10% 20% 30% 40% 50%

n=10,000

出典：日本医療政策機構（2026）「がんに関する全国調査―がん対策基本法成立から20年を迎えて―」

上位3項目（交通手段・交通費支援・かかりつけ医連携）が40%台で拮抗
単一施策ではなく包括的な支援体制の整備が期待される

Q13
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遠方通院の許容条件：重要度順位

重要度1〜3位も同じ上位3項目で占められ、市民のニーズの一貫性を確認 
移動支援・経済支援・地域医療連携を一体化した包括的支援体制が求められる

Q14

1位 2位 3位

0% 10% 20% 30% 40%

交通手段の確保

33.6%

30.3%

23.5%

交通費・宿泊費の公的支援・助成

30.7%

32.9%

20.1%

かかりつけ医などとの連携による
フォロー体制

28.9%

24.4%

35.8%

オンライン診療などの併用による
通院回数の低減

6.6%

12.3%

20.5%

n=7,013

出典：日本医療政策機構（2026）「がんに関する全国調査―がん対策基本法成立から20年を迎えて―」
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まとめ：がん検診の受診状況

第4期がん対策推進基本計画が掲げる検診受診率60%目標を背景に、5大がん検診（胃・大腸・肺・乳・子
宮頸）の受診状況、検診種別（住民・職域）の認知度、職場検診情報の自治体共有への意識について調査

受診率の現状

定期受診 27〜35%
未受診者 29〜35%

国が定めた

受診率目標とは

最大33ポイントの差

受診率の格差

高所得層 52.4%
低所得層 28.1%

健保 vs 国保 差17pt

所得階層や

保険の種類によって

受診率が異なる

検診種別の認知

両方知っていた 38.1%
知らなかった 27.4%

検診制度の

仕組み自体への理解が

やや不十分

職場と自治体の
検診情報共有

賛成 計 62.8%
反対 計 9.6%

職場と自治体間の

データ連携には

総じて前向き

1 2 3 4

出典：日本医療政策機構（2026）「がんに関する全国調査―がん対策基本法成立から20年を迎えて―」

Q15-17
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各がん検診の定期受診率（国の対象年齢での集計）

各がん検診の定期受診率は27〜35%にとどまる
第4期基本計画の目標60%との乖離は25〜33ポイントに達し、大幅な引き上げが急務

＊国民生活基礎調査準拠の対象年齢

定期的に受診 機会があれば受診 ほとんど受診しない 一度も受診しない わからない

胃がん（50〜69歳 n=3,179） 34.5% 12.4% 10.8% 13.1%

大腸がん（40〜69歳 n=4,741） 30.9% 12.1% 8.7% 33.7% 14.6%

肺がん（40〜69歳 n=4,741） 32.5% 10.0% 8.1% 34.5% 15.0%

乳がん（40〜69歳女性 n=2,365） 33.2% 13.0% 10.6% 14.5%

子宮頸がん（20〜69歳女性 n=3,577） 27.4% 11.1% 10.0% 33.1% 18.3%

目標60%

Q15

29.2%

28.7%

出典：日本医療政策機構（2026）「がんに関する全国調査―がん対策基本法成立から20年を迎えて―」
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がん検診定期受診率の格差（胃がん検診 50〜69歳）

年収・保険種別によって定期受診率に最大24ポイントの差
格差解消に向けた構造的な取り組みが求められる

個人年収別 保険種別

600万円以上

300〜600万円未満

100〜300万円未満

100万円未満

52.4%

38.1%

33.1%

28.1%

勤務先健康保険 43.3%

国民健康保険 26.6%

※対象は胃がん検診受診率（50〜69歳）。数値は「定期的に受診するよう心がけている」の割合（%）

Q15

0% 20% 40% 60%

0% 20% 40% 60%

出典：日本医療政策機構（2026）「がんに関する全国調査―がん対策基本法成立から20年を迎えて―」
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がん検診の種別（自治体検診・職場検診）の認知

検診種別（自治体・職場）の両方を認識しているのは38.1%のみ
認知不足が受診機会の見落としにつながっている可能性も

n=10,000

0 2000 4000 6000 8000 10000

(人)

両方とも知っていた 3,810人 (38.1%)

自治体検診のみ知っていた 1,230人 (12.3%)

職場検診のみ知っていた 600人 (6.0%)

分かれていることを知らなかった 2,740人 (27.4%)

わからない／回答しない 1,620人 (16.2%)

Q16

出典：日本医療政策機構（2026）「がんに関する全国調査―がん対策基本法成立から20年を迎えて―」
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職場のがん検診受診情報の自治体共有への賛否

職場のがん検診情報の自治体共有への賛成は62.8%と過半数
データ連携よる未受診者把握が期待される

n=10,000

0 2000 4000 6000 8000 10000

(人)

賛成である 2,702人 (27.0%)

どちらかといえば賛成である 3,578人 (35.8%)

どちらかといえば反対である 672人 (6.7%)

反対である 293人 (2.9%)

わからない／回答しない 2,755人 (27.6%)

Q17

出典：日本医療政策機構（2026）「がんに関する全国調査―がん対策基本法成立から20年を迎えて―」

約62.8%

約9.6%
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まとめ：がんゲノム医療に関する意識

個別化医療の1つであるがんゲノム医療の認知度と平易な説明後の理解度、遺伝子パネル検査の早期保険
適用への賛否、消費者向け遺伝学的検査（DTC）への関心について調査

ゲノム医療の認知度

内容まで知っている 5.2％
聞いたことがある 35.2%

全く知らない 59.6%

認知率は40%程度に留まる

適切な情報提供が必要

早期保険適用への賛否

賛成 計 56.2%
反対 計 11.7%

わからない 32.1%

過半数が賛成も

さらなる認知向上が

議論の土台に不可欠

DTC遺伝子検査への関心

受けたことある 2.4%
今後受けたい 36.7%

潜在的な関心は高く

利活用環境の整備が

今後の課題

1 2 3

出典：日本医療政策機構（2026）「がんに関する全国調査―がん対策基本法成立から20年を迎えて―」

Q18-23
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がんゲノム医療の認知と理解

「内容を含めてよく知っている」のは5.2%にとどまるが、平易な説明後は55.9%が理解
認知不足は関心の欠如ではなく、情報に接する機会が限定的であるものと示唆される

Q18・Q19

Q18. がんゲノム医療の認知度（ n=10,000）

内容を含めてよく知っている 聞いたことはあるが内容は知らない 全く聞いたことがない

▼ 平易な説明を提供した場合の理解度（Q19）

Q19. 説明後の理解度（ n=10,000）

59.6%

▲ 認知あり 計 40.4%

5.2% 35.2%

よく理解できた だいたい理解できた あまり理解できなかった わからない／回答しないほとんど理解できなかった

6.0% 49.8% 21.0% 15.8%7.4%

▲ 理解あり 計 55.9%

出典：日本医療政策機構（2026）「がんに関する全国調査―がん対策基本法成立から20年を迎えて―」

「全く知らない」が約60%を占める一方、説明後は過半数（約55.9%）が理解
プッシュ型の情報発信体制の構築が、ゲノム医療普及の鍵
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遺伝子パネル検査の早期保険適用への賛否

遺伝子パネル検査の早期保険適用に賛成計56.2%と過半数
一方「わからない」32.1%は認知不足を反映しており、認知向上が議論の前提となる

n=10,000

0 2000 4000 6000 8000 10000
(人)

賛成である 1,387人 (13.9%)

どちらかといえば賛成である 4,228人 (42.3%)

どちらかといえば反対である 853人 (8.5%)

反対である 318人 (3.2%)

わからない／回答しない 3,214人 (32.1%)

Q20

出典：日本医療政策機構（2026）「がんに関する全国調査―がん対策基本法成立から20年を迎えて―」

約56.2%
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遺伝子パネル検査の早期保険適用への賛否理由

賛成は治療効果向上・個別化医療への期待が中心
反対は医療費高騰とドラッグ・ラグへの懸念に集約している

Q21・Q22

賛成の理由（n=5,615 賛成者・複数回答）

早期に治療につながるなら望ましいと思う 71.7%

助かる可能性が高まる人が増えると思う 61.0%

最適な治療を受けられる可能性が高まるから 45.0%

反対の理由（n=1,171 反対者・複数回答）

保険適用拡大と薬事承認体制の整備を「車の両輪」で推進することが、市民の懸念に応える鍵

公的保険で負担する価値のある医療だと思う 32.9%

技術が進むことで治療につながる割合が上が
ると期待する

26.1%

国の医療費が増えすぎることが心配だから 33.2%

最適な薬が分かっても、その薬が使えない
（薬が未承認である）ことがあるから

30.1%

治療につながる可能性は低いと感じたから 17.4%

遺伝子検査を受けることが不安だから 16.7%

出典：日本医療政策機構（2026）「がんに関する全国調査―がん対策基本法成立から20年を迎えて―」
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消費者向け遺伝学的検査（DTC）への関心

DTC遺伝子検査の受検経験は2.4%だが「今後受けたい」36.7%と潜在的関心は高い
安全な利活用環境の整備が求められる

n=10,000

0 2000 4000 6000 8000 10000
(人)

これまでに受けたことがある 238人 (2.4%)

受けたことはないが、今後受けてみたい 3,671人 (36.7%)

受けたことはなく、これからも受けたくない 2,890人 (28.9%)

わからない／回答しない 3,201人 (32.0%)

Q23

出典：日本医療政策機構（2026）「がんに関する全国調査―がん対策基本法成立から20年を迎えて―」
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まとめ：医療費負担と公的保険の方向性に対する意識

出典：日本医療政策機構（2026）「がんに関する全国調査―がん対策基本法成立から20年を迎えて―」

1

先進的な治療の費用負担

意見が三分

明確な方向性は形成されず

混合診療拡大への考え

「わからない」が最多

制度の複雑さが判断を

難しくしている

公的保険の方向性

「線引き・優先度」が最多も

判断の難しさが浮き彫りに

いずれの設問でも「わからない／どちらともいえない」が30％前後を占め、制度議論が国民に十分浸透していない現状が示唆される

Q24-29

公的保険でまかなう 25.5%
自己負担・民間保険 20.8%

判断が難しい 25.1%
わからない 28.3%

経済格差に慎重 22.8%
低所得者補助とセットで拡大可18.1%

自由に使えるように 17.2%
わからない 32.9%

負担増やさず線引き・優先度41.8%
どちらともいえない 37.6%

負担増でも充実した医療を 20.6%

医療費の増大と制度の持続可能性が課題となる中、革新的治療の費用負担のあり方、混合診療の拡大、
公的保険の方向性に対する市民の意識について調査

1 2 3

Q24-29
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高額・先進的ながん治療費の負担に関する考え方

公的保険拡充派（25.5%）と自己負担派（20.8%）が拮抗
「判断が難しい」25.1%も多く、意見形成や合意形成に向けた情報提供が求められる

n=10,000

0 2000 4000 6000 8000 10000
(人)

できる限り公的保険でまかなわれるべき 2,549人 (25.5%)

高額治療は自己負担や民間保険で対応 2,081人 (20.8%)

優先順位の判断が難しい 2,511人 (25.1%)

わからない／回答しない 2,828人 (28.3%)

出典：日本医療政策機構（2026）「がんに関する全国調査―がん対策基本法成立から20年を迎えて―」

Q24
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がん検診・予防医療への公費充実

予防医療への公費充実は「現状維持」38.6%が最多
「増やすべき」25.2%も存在するが、予防医療への投資に関して丁寧な議論が必要

n=10,000

0 2000 4000 6000 8000 10000
(人)

2,517人 (25.2%)

3,863人 (38.6%)

773人 (7.7%)

2,847人 (28.5%)

出典：日本医療政策機構（2026）「がんに関する全国調査―がん対策基本法成立から20年を迎えて―」

Q25

現在より増やすべき

現在と同じ程度でよい

現在より減らすべき

わからない／回答しない
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混合診療（保険外診療）の範囲拡大に関する考え方

混合診療の範囲拡大は「わからない」32.9%が最多
慎重な意見（経済格差を生む・効果が未確認である）が計31.6%を占めており、
混合診療には公平性や安全性への配慮が求められる

n=10,000

0 1000 2000 3000 4000 5000
(人)

選択肢拡大・自由に利用すべき 1,720人 (17.2%)

慎重であるべき（経済格差を生む） 2,279人 (22.8%)

低所得者補助がセットであれば拡大すべき 1,814人 (18.1%)

慎重であるべき（効果未確認治療の懸念） 875人 (8.8%)

その他 18人 (0.2%)

わからない／回答しない 3,294人 (32.9%)

出典：日本医療政策機構（2026）「がんに関する全国調査―がん対策基本法成立から20年を迎えて―」

Q26
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高額療養費制度の認知度

高額療養費制度を「知っていた」は計51.0%と認知は半数程度
「まったく知らなかった」23.1%への周知強化が制度の維持や機能の発揮には不可欠

n=10,000

0 2000 4000 6000 8000 10000
(人)

1,142人 (11.4%)

3,964人 (39.6%)

2,585人 (25.9%)

2,309人 (23.1%)

出典：日本医療政策機構（2026）「がんに関する全国調査―がん対策基本法成立から20年を迎えて―」

Q27

よく知っていた

ある程度知っていた

名前を聞いたことがある程度

まったく知らなかった

約51.0%
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高額療養費制度維持のための方策

高額療養費制度を維持するための方策として「収入に応じた自己負担上限の引き上げ」が41.0%で最多
応能負担の原則への支持が明確に示された

n=10,000

0 1000 2000 3000 4000 5000 (人)

収入が多い人の自己負担上限を高くする 4,100人 (41.0%)

極めて高額な新治療は別途負担を求める 2,170人 (21.7%)

効果不明な治療を制度対象外にする 1,974人 (19.7%)

70歳以上の優遇を見直す 1,662人 (16.6%)

社会保険料値上げで広く負担 551人 (5.5%)

消費税増税でも制度を維持 573人 (5.7%)

現在の制度のまま見直し不要 830人 (8.3%)

わからない／回答しない 2,622人 (26.2%)

出典：日本医療政策機構（2026）「がんに関する全国調査―がん対策基本法成立から20年を迎えて―」

Q28
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公的保険の方向性に関する考え方

公的保険の方向性は「線引き・優先度設定」派が41.8%で最多
「どちらともいえない」も37.6%と多く、市民の意識は揺れている

n=10,000

0 2000 4000 6000 8000 10000

(人)

負担増でも公的保険で誰でもしっかり医療を
（負担が多少増えても、幅広い病気や治療を保険でカバーすべき）

2,063人 (20.6%)

負担増なし・線引きや優先度を設ける
（国民の負担を増やさない範囲で、保険で対応する病気や治療に
一定の線引き・優先度を設けるべき）

4,180人 (41.8%)

どちらともいえない 3,757人 (37.6%)

出典：日本医療政策機構（2026）「がんに関する全国調査―がん対策基本法成立から20年を迎えて―」

Q29
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